第1版
 
評価機関指定申請書(新規申請)

	申請年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	申請法人名
	



SCS評価制度　制度運営機関　御中

SCS評価制度に基づく評価機関の指定の申請を行います。添付資料を併せて提出します。
申請者の基本情報
	申請区分
	☐	新規

	技術検証事業者の指定申請との併願[footnoteRef:1] [1:  技術検証の全部又は一部を自ら実施する場合であって、技術検証事業者の指定を受けていないときは、評価機関指定基準4.5②に基づき、本申請と同時に技術検証事業者の指定申請を行ってください。この場合、評価機関の指定は技術検証事業者の指定と同時に行われます。「併願する（自ら実施）」を選択した場合は、技術検証事業者指定申請書の提出年月日を記入してください。] 

	☐	併願する（自ら実施）
（技術検証事業者指定申請書の提出年月日：　　　　　年　　月　　日）
☐	併願しない

	法人名（登記上の正式商号）
	

	法人番号（13桁）
	

	法人所在地
（登記上の本店の所在地）
	〒
住所：

	代表者
	役職
	

	
	氏名
	

	ウェブサイトURL
	

	評価業務を行う部門名称
	

	★4評価責任者
（主たる者。複数在籍する場合は全員を様式第3号に記載）
	所属
	

	
	役職
	

	
	氏名
	

	連絡担当者
（制度運営機関との連絡先）
	所属
	

	
	役職
	

	
	氏名
	

	
	住所
	〒

	
	電話
	

	
	メール
	



添付資料[footnoteRef:2] [2:  本表は、評価機関の指定に当たって必要な添付資料のチェックリストです。提出する資料の確認欄にチェックしてください。] 

	確認
	資料の名称
	提出条件

	☐
	1. 本申請書（様式第1号）
	必須

	☐
	2. 宣誓書（様式第2号）
	必須

	☐
	3. 評価実施体制に関する情報（様式第3号）
	必須

	☐
	4. 登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
	必須

	☐
	5. 定款その他、法人の一部の組織が第三者評価に係る業務を行う場合において当該法人が当該業務に責任を負うことを明確にした文書
	必須

	☐
	6. 内部規程（評価機関指定基準2.14①各号に掲げる事項を定めたもの）
	必須

	☐
	7. 内部規程・文書対照表（様式任意）
	任意（提出がない場合は、追加資料の提出を求めることがあります）

	☐
	8. 内部監査及びマネジメントレビューに関する手続を定めた文書
	必須（内部規程に含めて定めている場合は、内部規程の該当箇所を示すことで足ります。）

	☐
	9. 内部監査及びマネジメントレビューの直近の記録
	既に実施している場合：必須

	☐
	10. 評価の品質管理について申請者が定めた文書
	必須

	☐
	11. 公平性の確保に関する申請者が定めた規程
	必須

	☐
	12. 情報保護（顧客情報保護手続）について申請者が定めた文書
	必須

	☐
	13. 第三者評価の実施手順書
	必須

	☐
	14. 評価に関わる要員の責任及び権限を示す組織構造を文書化したもの
	必須

	☐
	15. 診断データを保有しないための措置並びにやむを得ず提供を受けた場合における保管及び消去の手続並びにその記録に関する事項を定めた文書
	必須

	☐
	16. 資格証・修了証の写し等（様式第3号の記名者に係るもの）
	必須（様式第3号において「2026年度中に受講予定」を選択した者に係る修了証を除く。）

	☐
	17. 技術検証事業者の指定を受けていることを証する書類（同時申請の場合は、申請を行っていることを証する書類）
	自ら実施の場合：必須
外部委託の場合：委託先の指定を証する書類

	☐
	18. 技術検証の項目ごとの実施形態（自ら実施／委託）、委託先、委託範囲及び責任分界を記載した資料
	必須

	☐
	19. 委託契約書又は業務仕様書（案を含む。）
	技術検証の全部又は一部を外部委託する場合：必須

	☐
	20. 指定の有効期間中の第三者評価の実施実績、異議申立て・苦情の受領及び処理状況並びに定期・臨時サーベイランスに係る指摘及び是正の状況をまとめた資料
	更新申請の場合：必須






宣誓書

SCS評価制度　制度運営機関　御中
当法人は、SCS評価制度に基づく評価機関の指定申請に当たり、以下の各事項[footnoteRef:3]3について相違ないことを宣誓します。 [3: 3 各事項の内容を確認の上、それぞれの確認欄にチェックしてください。チェックのない事項がある場合、申請書類の不備として差戻しの対象となります。なお、本宣誓書の内容に虚偽があった場合は、指定の拒否又は取消しの事由となることがあります。] 


	法人要件及び法的責任

	☐
	当法人は、第三者評価を的確に実施する能力を有します。

	☐
	評価・技術検証から評価報告書の交付に至る一連の業務に法的責任を負います。
外部委託を行う場合は、外部委託を受けた者の基準該当事項の遵守を含め、その行為の責任のすべてを負います。評価報告書における適合又は不適合の決定その他評価の結論に係る判断は、外部委託しません。

	☐
	当法人は、その運営から生じる債務を担保できる適切な備え（保険、別組織による債務負担行為又は準備金その他これらに準ずるものをいう。）を有しています。

	☐
	当法人は、第三者評価の提供に関し、合理的な範囲でその利用可能性を確保するとともに、差別的な取扱いを行いません。また、第三者評価を、★4要求事項・評価基準に基づく範囲に関係する事項に限定します。

	反社会的勢力4[footnoteRef:4]への非該当及び便益供与の不存在 [4: 4 「反社会的勢力」とは、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標榜ゴロ、特殊知能暴力集団その他これらに準ずる者をいいます。] 


	☐
	当法人並びに当法人の役員及び第三者評価に係る業務に従事する者は、反社会的勢力に該当しません。

	☐
	反社会的勢力に対する便益の供与その他これに類する行為を行っておらず、将来にわたっても行いません。

	欠格事由の非該当

	☐
	当法人の役員のうちに、次の各号のいずれかに該当する者はいません。
1. 拘禁刑以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日から5年を経過しない者
1. 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律の規定に基づき指定暴力団又は指定暴力団連合に指定された暴力団の構成員である者

	調査の受入れ及び是正措置への対応

	☐
	制度運営機関が行う調査を受け入れ、その求めに応じて必要な資料を提出します。ただし、提出する資料に診断データを含めません。

	☐
	必要に応じて、期限内に是正措置を講じ、是正措置に係る情報を提供します。

	☐
	調査に応じないこと、虚偽の報告をすること又は是正措置を講じないことは、指定の取消しの対象となり得ることを理解しています。

	監督及び要員の確保

	☐
	組織内に、品質管理の総括的な責任を有する品質管理者を置き、継続的に品質マネジメントの改善に努めます。

	☐
	組織内に、情報保護の総括的な責任を有する情報保護管理者を置き、継続的に情報管理の改善に努めます。

	☐
	評価実施に必要な専門的な知見及び能力を有する者を確保します。また、★4評価従事者に評価の判断を単独で行わせません。

	☐
	品質マネジメントシステムが評価機関指定基準の要求事項を満足する上で継続して適切かつ効果的であることを保証するため、年1回以上その評価及び見直し（マネジメントレビュー）を行い、その結果を3年間以上保管します。

	☐
	第三者評価を実施した案件について、当該案件に従事した者以外の者であって、当該評価の内容を理解するために必要な専門的知識及び経験を有するものが、評価計画及び評価報告書についてのレビューを行い、その結果及び必要な是正措置を記録します。

	☐
	★4評価責任者が複数在籍する場合は、その判断のばらつきを把握し是正する手続を内部規程に定め、これを運用します。

	☐
	様式第3号で「2026年度中に受講予定」とした者は、研修の提供開始後遅滞なく受講させ、修了後速やかに修了番号を届け出ます。修了までの間、評価の判断に従事させません。

	基準及び手順の遵守

	☐
	評価機関指定基準及び評価機関指定手順を遵守します。指定の取消し、指定の辞退又は有効期間の満了により指定がその効力を失った場合は、秘密情報の破棄又は返却、及び進行中の評価業務の引継ぎを行います。

	☐
	★4登録希望組織との間で、評価機関指定基準4.3①から⑨までに掲げる事項を定めた、法的に拘束力のある書面（電磁的方法を含む。）による合意を締結します。

	☐
	交付した評価報告書の内容が適正でないことが判明した場合は、遅滞なく当該評価報告書を撤回し、又は訂正し、その旨及び理由を当該★4登録希望組織又は★4登録組織及び制度運営機関に遅滞なく通知します。また、評価の実施後に★4登録組織が★4要求事項・評価基準に適合しなくなったことを知った場合は、遅滞なく制度運営機関に報告します。

	☐
	評価機関指定基準に従い、指定後の変更事由に係る届出・報告及び必要な措置（業務停止を含む。）並びに利害関係者への必要情報の維持・更新及び提供を適切に行います。

	公平性の確保

	☐
	公平性の確保に関する規程を定め、これを運用します。

	☐
	評価機関指定基準2.7③各号のいずれかに該当する場合は、当該★4登録希望組織の評価を行いません。また、当法人又はその親会社、子会社、関連会社その他密接な関係を有する者が★4登録希望組織に対して構築支援、運用支援、セキュリティ対策の実装その他利害関係を生じうる業務を提供している場合は、公平性への影響を評価し、必要な措置を講じます。

	☐
	公平な評価業務が実施されていることを検証するため、計画的かつ体系的な方法ですべての手順について年1回以上内部監査を実施し、評価業務に責任を持つ者に監査結果を通知します。

	秘密保持

	☐
	評価に係る業務を通じて得られた又は生じた情報を保護するための手続を運用します。

	☐
	情報保護（顧客情報保護手続）に関する手続書を整備し、情報保護の維持・向上に関する手続を導入します。

	☐
	技術検証の外部委託を行う場合は、委託先技術検証事業者の名称及び当該委託先に対する秘密情報の提供に関する事項を★4登録希望組織との間の合意に含めます。

	☐
	秘密情報の漏えいその他個人の権利利益の侵害が発生したときは、速やかに本人及び制度運営機関に報告します。

	技術検証の実施体制

	☐
	自ら実施の場合は、技術検証事業者の指定を併せて受け、同一の案件において評価の判断に直接関与する者と技術検証の実務を担う者の職務分離を確保します。

	☐
	外部委託を行う場合は、外部委託先における秘密保持及び公平性に関する要求事項の遵守を含め、当該外部委託に係る責任を負います。

	☐
	外部委託の場合は、指定を受けた技術検証事業者に委託し、その指定状況を委託契約の締結時及び更新時並びに少なくとも年1回確認するとともに、能力及び当該案件における適格性を確認します。

	☐
	「指定申請中」として届け出た委託先には、指定を受けるまでの間、技術検証を委託せず、指定の確定後、遅滞なく指定番号及び有効期間を届け出ます。

	内部規程の運用及び記録の保管

	☐
	内部規程を運用し、評価機関指定基準に定める文書を整備し、維持します。

	☐
	診断データを保有しません。技術検証の項目を自ら実施する場合を含め、そのための措置並びにやむを得ず提供を受けた場合における保管及び消去の手続並びにその記録の作成に関する事項を内部規程に定めています。

	☐
	評価の結果及び当該結果の判断根拠を含む記録並びに技術検証結果の確認の記録を、評価報告書を交付した日から起算して3年間、正確かつ秘密が保たれた状態で保管します。診断データは、当該記録に含めません。

	異議の申出、苦情への対応

	☐
	★4登録希望組織及び★4登録組織からの異議の申出、苦情及び紛争について適切に処理し、評価機関指定基準に定める対応を行います。



【署名・押印[footnoteRef:5]】 [5:  電磁的方法により提出する場合は、代表者名義の電子署名その他これに準ずる措置によることができます。] 

	宣誓年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	申請法人名
	

	代表者の役職・氏名
	
	印





評価実施体制に関する情報

	申請法人名
	


0. SCS評価制度の評価業務に従事する人員数
	
	雇用している人員数（人）
	外部委託の人員数[footnoteRef:6]（人） [6:  ★4評価責任者は、評価報告書の品質に責任を負い、評価の結論に係る判断を行う者であるため、外部委託の対象とすることはできません。品質管理者及び情報保護管理者についても、組織内に置く必要があるため、外部委託の人員数には計上しないでください。] 


	★4評価責任者[footnoteRef:7] [7:  ★4評価責任者は1名以上必要です。★4評価責任者が複数在籍する場合は、評価の一貫性を確保するため、評価のばらつきを把握し、必要に応じて是正するための手続を内部規程に定めてください。人数が複数の場合は別表等を付けてください。] 

	
	

	★4評価従事者[footnoteRef:8] [8:  ★4評価従事者の配置は任意です。人数が複数の場合は別表等を付けてください。] 

	
	

	品質管理者
	
	

	情報保護管理者
	
	

	合計
	
	



0. 評価実施体制[footnoteRef:9] [9:  評価体制に含まれる人員の保有資格及び研修修了状況は、添付資料13（資格証・修了証の写し等）により確認します。] 

★4評価責任者
	氏名
	所属・役職
	雇用形態
	保有資格等
	研修の受講状況[footnoteRef:10] [10:  IPAが提供する研修並びに研修事業者の指定及び研修事業者が提供する研修の提供開始前に申請する場合に限り、「2026年度中に受講予定」を選択できます。経過措置を選択した場合、研修が提供され次第、遅滞なく受講させ、研修を修了したことを制度運営機関に届け出てください。修了までの間、当該者を★4評価に従事させることはできません。] 


	
	
	
	
	☐	修了
☐	2026年度中に受講予定



★4評価従事者
	氏名
	所属・役職
	雇用形態
	研修の受講状況

	
	
	
	☐	修了
☐	2026年度中に受講予定



品質管理者[footnoteRef:11] [11:  品質管理者は専属である必要はありません。] 

	氏名
	所属・役職
	雇用形態

	
	
	



情報保護管理者[footnoteRef:12] [12:  情報保護管理者は専属である必要はありません。] 

	氏名
	所属・役職
	雇用形態

	
	
	


技術検証の実施形態
実施形態の区分ごとの確認事項
	実施形態[footnoteRef:13]（選択） [13:  いずれか1つを選択し、概要欄に必要事項を記入してください。] 

	概要[footnoteRef:14] [14:  記入欄が不足する場合は、必要に応じて行を追加の上、記入してください。] 


	☐外部委託なし
	技術検証事業者としての指定
	☐	指定済
指定済み法人名：
指定番号：
有効期限：　　　　年　　月　　日
☐	技術検証事業者の指定を証する書類を提出している

	· 
	
	☐	指定申請中（予定含む）
指定申請中法人名：
　　☐	申請年月日　　：　　　　年　　月　　日
[bookmark: _Ref240552945]　　☐	申請予定年月日[footnoteRef:15]：　　　　年　　月　　日 [15:  委託を予定している技術検証事業者が同時に申請できない場合は、申請予定日を記載してください。] 


	
	職務分離の確保
	☐	同一の案件において、評価の判断に直接関与する者と技術検証の実務を担う者が同一とならない体制を確保し、その職務分離を内部規程に定めています。

	☐一部を外部委託
	委託の範囲及び責任分界（記入必須）
	

	
	当法人の技術検証事業者としての指定（自ら実施する項目に係るもの）
	☐	指定済
指定番号：
有効期限：　　　　年　　月　　日
☐	技術検証事業者の指定を証する書類を提出している

	
	
	☐	指定申請中（予定含む）
指定申請中法人名：
　　☐	申請年月日　　：　　　　年　　月　　日
　　☐	申請予定年月日15：　　　　年　　月　　日

	
	委託先の情報
	☐	指定済法人名：
指定番号：
有効期限：　　　　年　　月　　日

	
	
	☐	指定申請中（予定含む）
指定申請中法人名：
　　☐	申請年月日　　：　　　　年　　月　　日
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